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  証券コード　9675
  平成22年６月７日

株 主 各 位  

 福島県いわき市常磐藤原町蕨平50番地

 常 磐 興 産 株 式 会 社
     取締役社長 斎  藤  一  彦

第92回定時株主総会招集ご通知

拝啓　ますますご清栄のこととお喜び申し上げます。

さて、当社第92回定時株主総会を下記のとおり開催いたしますので、

ご出席下さいますようご通知申し上げます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ

ますので、お手数ながら後記「株主総会参考書類」をご検討下さいまして、同封

の議決権行使書用紙に賛否をご表示いただき、平成22年６月28日（月曜日）午後

５時30分までに到着するようご送付いただきたくお願い申し上げます。

敬　具
記

１．日 時 平成22年６月29日（火曜日）午前10時
２．場 所 東京都中央区日本橋富沢町11番12号

　サンライズビル　４F エキジビションホール
　　 　 (末尾に記載の会場ご案内図をご参照ください｡ )
３．目 的 事 項  
 報 告 事 項 １．第92期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）事

業報告、連結計算書類並びに会計監査人及び監査役会の連
結計算書類監査結果報告の件

  ２．第92期（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）計
算書類報告の件

　決 議 事 項  
　第１号議案 剰余金の処分の件
　第２号議案 取締役９名選任の件
　第３号議案 補欠監査役１名選任の件
　　 　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　　上



当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出
下さいますようお願い申し上げます。
なお、株主総会参考書類並びに事業報告、計算書類及び連結計算書類に修正が

生じた場合は、インターネット上の当社ウェブサイト（アドレス　http://
www.joban-kosan.com）に掲載させていただきます。
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（添付書類）
　

事　 業　 報　 告

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

　

１．企業集団の現況

(1) 当事業年度の事業の状況

①　事業の経過及び成果

　当連結会計年度における我が国経済は、海外経済の改善や各種経済対策

の効果から、企業収益や個人消費等景気は持ち直しの傾向にありますもの

の、設備投資は低水準にあり、雇用・所得環境も低迷を続ける等依然厳し

い環境で推移いたしました。

　このような経済環境のもと、観光事業につきましては、様々なイベント

の実施や団体向け商品の提供、宿泊商品の多様化等集客に努めましたが、

景気低迷のなか利用者数の減少や利用単価の下落等により減収となりまし

た。卸売業につきましては、販売価格の大幅な下落等により減収となり、

製造関連事業につきましては、長引く景気低迷を反映し、極めて厳しい状

況で推移いたしました。

　なお、前連結会計年度の平成20年10月１日におきまして、包装部材製造

部門の関連４社が連結の範囲から除外となっております。　

　この結果、当連結会計年度の売上高は347億38百万円（前期比195億81百

万円、36.0%減）、営業利益は13億62百万円（前期比66百万円、4.7%減）、

経常利益は10億30百万円（前期比１億65百万円、19.1%増）、当期純利益は

連結子会社の事業整理損の計上等により４億86百万円（前期比６億59百万

円、57.6%減）となりました。

　

　事業セグメント別の営業概況は、次のとおりであります。

　

〔観光事業〕

　主力の観光事業につきましては、ETC割引効果やシルバーウィーク等の好

要因はありましたものの、国内旅行市場や個人消費冷え込み等の影響を受

け、依然厳しい状況で推移いたしました。
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（スパリゾートハワイアンズ）

　日帰り部門につきましては、首都圏のファミリー向けテレビCMを中心と

した広告宣伝活動や前売券の販路拡大等を積極的に実施いたしました。ま

た、「ドラえもんウォーターランド」をはじめ、「ジャパン・フラガール・

フェスティバル」や「冒険キッズ　恐竜わくわくワールド」等の多彩なイ

ベントにより集客に努めました結果、利用者数は、1,487千人(前期比31千

人、2.0%減)、１人あたりの利用単価は、3,279円(前期比105円、3.1%減)と

若干の減少にとどまりました。

　宿泊部門につきましては、団体向け商品の拡充により一定の成果をあげ

ましたが、レジャー消費減退等の影響を受け個人客が減少し、利用者数は、

362千人(前期比16千人、4.2%減)となり、1人あたりの利用単価も、15,240

円(前期比843円、5.2%減)となりました。

 (ホテルクレスト札幌・クレストヒルズゴルフ倶楽部・山海館)

　ホテルクレスト札幌につきましては、北海道内からの利用客は堅調に推

移しましたが、アジアからの海外旅行客や道外の利用客が減少し、宿泊者

数は、52千人(前期比２千人、5.3%減)となりました。

　クレストヒルズゴルフ倶楽部につきましては、首都圏からの宿泊パック

が堅調に推移し、利用者数は、前年並みの47千人(前期比３百人、0.7%減)

となりました。

　山海館につきましては、インターネット販売等の販路拡大に努め、宿泊

者数は、９千人(前期比０百人、0.4%増)となりました。

　この結果、当部門の売上高は、121億42百万円(前期比８億80百万円、6.8%

減)となり、営業利益は、16億83百万円(前期比28百万円、1.7%減)となりま

した。

　

〔卸売業〕

　石炭部門につきましては、年度の後半において新興国における需要増を

背景に市況は回復基調に転じましたが、石炭価格及び海上運賃の下落に加

え円高の影響も重なり販売価格は下落し、さらに豪州における天候不順に

より納入が一部遅れたこと等により販売数量も減少し、大幅な減収となり

ました。

　石油部門につきましては、主力電力会社向け販売数量は増加しましたも

のの、販売価格の下落等により減収となりました。
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　セメント・生コン等の建材につきましては、主力営業地区であります福

島県内の受注環境は引続き厳しい状況にあり減収となりました。

　この結果、当部門の売上高は、189億95百万円(前期比136億80百万円、

41.9%減)、営業利益は、３億円(前期比32百万円、12.3%増)となりました。

　

   〔製造関連事業〕

　鉄鋼機械部門につきましては、業界において年度後半から一部に改善の

兆しがみられましたものの、当部門の主要取引先である自動車や産業機械、

船舶関連における受注環境は極めて厳しい状況で推移し、大幅な減収とな

りました。

　こうした状況に対応すべく、収益の回復が見込めない事業の絞込み等事

業体制の見直しを行うなど構造改革を実施いたしました。

　なお、前連結会計年度の平成20年10月１日におきまして、包装部材製造

部門の関連４社が連結の範囲から除外となっております。

　この結果、当部門の売上高は、17億１百万円(前期比40億54百万円、70.4%

減)、営業損失は、12百万円(前期は、営業利益１億34百万円)となりました。

　

〔不動産事業〕

　不動産部門につきましては、依然として低調な土地需要を背景に地価の

下落傾向が続く厳しい環境のなか、賃貸事業を中心にすべく事業拠点をい

わき・茨城地区に集約いたしました。　

　この結果、当部門の売上高は、１億48百万円(前期比１億31百万円、46.9%

減)、営業利益は、57百万円(前期比７百万円、11.2%減)となりました。

　

〔その他の事業〕

　港湾運送部門につきましては、電力用石炭及び紙製品の輸送量は増加い

たしましたが、石炭灰及び住宅部材の輸送量が減少したこと等により減収

となり、また石油小売部門につきましては、販売価格の下落や販売数量の

減少により大幅な減収となりましたものの、輸送燃料の下落等により増益

となりました。

　自動車整備部門につきましても、整備入庫台数の減少により減収となり

ました。

　この結果、当部門の売上高は、17億50百万円(前期比４億22百万円、19.5%

減)、営業利益は、48百万円(前期比29百万円、155.7%増)となりました。
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②　設備投資の状況

　当連結会計年度における設備投資の総額は、16億71百万円であり、需要

動向、将来性及び収益性等を勘案し、当社「スパリゾートハワイアンズ」

の新ホテル建設関連工事並びに維持更新を中心に実施いたしました。

　

③　資金調達の状況

　該当事項はありません。

　

④　事業の譲渡、吸収分割または新設分割の状況

　該当事項はありません。

　

⑤　他の会社の事業の譲受けの状況

　該当事項はありません。

　

⑥　吸収合併または吸収分割による他の法人等の事業に関する権利義務の承

継の状況

　該当事項はありません。

　　

 ⑦　他の会社の株式その他の持分または新株予約権等の取得または処分の状

況  

  　 該当事項はありません。
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(2) 財産及び損益の状況の推移

区　　分
平成18年度
（第89期）

平成19年度
（第90期）

平成20年度
（第91期）

平成21年度
（第92期）

売 上 高 (百万円) 47,306 49,204 54,320 34,738

経 常 利 益 (百万円) 433 1,326 865 1,030

当 期 純 利 益 (百万円) △603 761 1,146 486

１株当たり当期純利益 (円) △8.37 10.57 14.87 5.68

総 資 産 (百万円) 63,617 57,089 52,938 53,209

純 資 産 (百万円) 14,896 13,326 15,623 15,968

（注）１．△は損失を示しております。

２．１株当たり当期純利益は、自己株式を控除した期中平均発行済株式数により算出して

おります。

　

(3) 重要な親会社及び子会社の状況

①　親会社との関係

　該当事項はありません。

②　重要な子会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

株式会社ホテルクレスト札幌 80百万円 100.00％ 札幌駅前におけるホテルの経営

株 式 会 社 常 磐 製 作 所 60 100.00 機械、鋳物の製造販売

常磐興産ピーシー株式会社　
　

　10
 

100.00

プレストレスト・コンクリートの
工事施工並びに製造販売、コンク
リート二次製品、建設コンサルタ
ント、測量設計、土木建築　

株式会社JKリアルエステート 100 100.00
不動産の売買、賃貸、仲介及び管
理

常 磐 港 運 株 式 会 社 64 99.62 運輸、荷役

（注）1. 常磐興産ピーシー㈱につきましては、平成20年９月30日をもって営業活動を終了してお

ります。

　 　2. ㈱JKリアルエステートにつきましては、平成22年４月１日付で当社に吸収合併いたし

ました。
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③　重要な関連会社の状況

会 社 名 資 本 金 当社の出資比率 主 要 な 事 業 内 容

常 磐 湯 本 温 泉 株 式 会 社 150百万円 50.00％ 温泉の揚湯及び給湯

小 名 浜 海 陸 運 送 株 式 会 社 150 17.44
港湾運送事業、貨物利用運送事業、
海上貨物取扱業

（注）　小名浜海陸運送㈱への出資比率は、20％未満ですが、実質的な影響力をもっているため、

重要な関連会社に含めております。

　

(4) 対処すべき課題

  今後の見通しにつきましては、企業収益の改善等持ち直しの動きが出てお

りますものの、依然設備投資は低迷し、個人消費も雇用・所得環境を反映し

て伸び悩むなど自律的な回復には時間を要し、景気は引続き厳しい状況で推

移するものと予想されます。

  このような事業環境の中、観光事業につきましては、お客様に快適なサー

ビスを提供するためにウォーターパーク内のリニューアルや駐車場の整備・

拡張を図るなど利便性を高めてまいります。

　また、顧客ニーズに対応した宿泊商品の拡充や新たな顧客層の拡大に向け

たインターネット予約環境の整備・充実を図るとともに、海外顧客層の拡大

策を実施するなど、さらなる集客の確保に努めてまいります。

　なお、新ホテルにつきましては、平成22年２月に着工し平成23年11月オー

プンに向け順調に進捗しております。

　卸売業をはじめとするその他の事業につきましては、仕入競争力の強化・

新規開拓を図るとともに引続き経費節減に努め収益の増大に傾注してまいり

たいと存じます。

　完全子会社㈱JKリアルエステートにつきましては、すでにご案内のとおり

当社グループの不動産管理に専念することとし、平成22年４月に当社に吸収

合併いたしました。

　当社グループといたしましては、引続き経営の効率化を進め、継続して経

費の削減に努めるなど収益力を高め経営の基盤強化に邁進してまいる所存で

ございます。

　株主各位におかれましては、引続き一層のご支援、ご鞭撻を賜わりますよ

うお願い申し上げます。
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(5) 主要な事業内容

主 要 事 業 主 な 事 業 内 容

観 光 事 業
スパリゾートハワイアンズ（総合レジャー・リゾート施設）、
レストラン、ゴルフ場並びにホテルの経営

卸 売 業 石炭・石油、その他商品の販売

製 造 関 連 事 業 機械、鋳物の製造販売

不 動 産 事 業 不動産の売買、賃貸、仲介及び管理

そ の 他 の 事 業 運輸、荷役

　

(6) 主要な営業所、施設及び工場

①　当社

本 社
東 京 本 社

福島県いわき市常磐藤原町蕨平50番地
東京都中央区東日本橋三丁目７番19号

営 業 所 いわき営業所（福島県いわき市）、東京営業所（東京都中央区）

施 設

スパリゾートハワイアンズ（福島県いわき市）
クレストヒルズゴルフ倶楽部（福島県いわき市）
海鮮レストランNan★Coo（福島県いわき市）
山海館（茨城県北茨城市）
ホテルクレスト札幌（北海道札幌市）

　

②　子会社

名 称 所 在 地

株 式 会 社 ホ テ ル ク レ ス ト 札 幌 北 海 道 札 幌 市

株 式 会 社 常 磐 製 作 所 福 島 県 い わ き 市

株 式 会 社 J K リ ア ル エ ス テ ー ト 福 島 県 い わ き 市

常 磐 港 運 株 式 会 社 福 島 県 い わ き 市
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(7) 使用人の状況

①　企業集団の使用人の状況

区　　分 使用人数（名） 前連結会計年度末比増減（名）

観 光 事 業 323 (396) △2

卸 売 業 12 (2) △1

製 造 関 連 事 業 49 (3) △41

不 動 産 事 業 3 (4) －

そ の 他 の 事 業 84 (30) △5

全 社 （ 共 通 ） 23 (1) △1

合 計 494 (436) △50

（注）１．使用人数は就業員数であり、契約社員は（　）内に当連結会計年度末の人員を外数

で記載しております。

　　　２．製造関連事業における使用人数の大幅な減少は、㈱常磐製作所における事業体制の

見直しなどによるものであります。

      

　②　当社の使用人の状況

使 用 人 数 （ 名 ） 前事業年度末比増減(名) 平 均 年 齢 （ 歳 ） 平均勤続年数(年)

349(395) △2 41.1 13.1

（注）使用人数は就業員数であり、契約社員は（　）内に当事業年度末の人員を外数で記載し

ております

　

(8) 主要な借入先

借 入 先 借 入 残 高

株式会社みずほコーポレート銀行 6,500百万円

み ず ほ 信 託 銀 行 株 式 会 社 3,506

株 式 会 社 常 陽 銀 行 2,736

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 2,206

株 式 会 社 東 邦 銀 行 1,945

（注）借入先及び借入額については、シンジケートローンによるものを含めております。
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(9) その他企業集団の現況に関する重要な事項

 ①　当社の連結子会社である常磐興産ピーシー㈱は、平成16年10月15日、「

　 プレストレスト・コンクリート(PC)」を使用した橋梁工事について、私的

　 独占の禁止及び公正取引の確保に関する法律(以下「独占禁止法」という　

 　。)第２条第６項に規定する不正な取引制限に該当し、独占禁止法第３条

　 の規定に違反するとして、公正取引委員会より独占禁止法第48条第２項の

　 規定に基づき勧告を受けました。

　　 これに対し、同社は公正取引委員会からの当勧告内容を不服として同年

　 10月19日に勧告不応諾書を提出し、同年11月18日審判開始の決定がなされ

　 数年の審判の後平成21年４月７日審判手続きは終結いたしました。なお、

　 審決の時期は未定であります。

　 　また、当社に対しましても、常磐興産ピーシー㈱を会社分割する前の、

　 当社PC事業本部における「プレストレスト・コンクリート」を使用した橋

　 梁建設工事の受注活動が、独占禁止法第２条第６項に規定する不正な取引

　 制限に該当し、独占禁止法第３条の規定に違反したとして、平成17年４月　

　 25日付にて、当社は公正取引委員会より独占禁止法第48条の２第１項の規

　 定に基づき、課徴金(１億円)の納付命令を受けました。なお、当社PC事業

　 部門を常磐興産ピーシー㈱に会社分割する際に、潜在的債務を含め一切の

   債権債務関係を承継することとしております。　

 　　当社は公正取引委員会からの同課徴金納付命令を不服として、同年５月

　 13日に審判手続きの開始を請求し、同年６月15日に審判開始の決定がなさ

　 れ、数年の審判の後平成21年４月７日審判手続きは終結いたしました。な

　 お、審決の時期は未定であります。

　

 ②　当社は、平成22年２月24日開催の取締役会において、当社を存続会社と　

　 し、当社完全子会社㈱JKリアルエステートを消滅会社とする、簡易合併方

　 式による吸収合併を行うことを決議し、平成22年４月１日合併いたしまし

　 た。

   　これは、不動産業界が厳しい環境で推移していることから、当社グルー　

　 プの不動産管理に専念することを目的に行ったものです。
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２．会社の現況

(1) 株式の状況（平成22年３月31日現在）

①　発行可能株式総数 160,000,000株 内訳　普通株式 156,500,000株

Ａ種優先株式 3,500,000株

②　発行済株式の総数 83,098,912株 内訳　普通株式 79,598,912株

Ａ種優先株式 3,500,000株

③　株　主　数  普通株式 16,832名

Ａ種優先株式 1名

④　大株主(上位10名)　　

　

株 主 名
持 株 数

持 株 比 率
普 通 株 式 A種優先株式 合 計

常 磐 開 発 株 式 会 社 6,365千株 　　－千株 　6,365千株 7.66％

大 成 建 設 株 式 会 社 5,651 － 5,651 6.80

株式会社日本政策投資銀行 － 3,500 3,500 4.21

財 団 法 人 常 磐 奨 学 会 2,670 － 2,670 3.22

株式会社みずほコーポレー
ト銀行

2,437 － 2,437 2.93

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 2,010 － 2.010 2.42

明治安田生命保険相互会社 1,878 － 1,878 2.26

みずほ信託銀行株式会社 1,824 － 1,824 2.20

株式会社損害保険ジャパン 1,686 － 1,686 2.03

太平洋セメント株式会社 1,601 － 1,601 1.93

（注）　持株比率は、自己株式(37,024株）を控除した普通株式の総数と、発行済のA種優先株式

の総数の合計から計算しております。

　　　　

(2) 新株予約権等の状況

　該当事項はありません。
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(3) 会社役員の状況

①　取締役及び監査役の状況（平成22年３月31日現在）

地 位 氏 名 担 当 及 び 重 要 な 兼 職 の 状 況

取 締 役 社 長
（ 代 表 取 締 役 ）

斎 藤 一 彦
 常磐共同火力株式会社　取締役
 小名浜海陸運送株式会社　取締役 　　

専 務 取 締 役 澤 木 博 孝

社長補佐兼レジャーリゾート事業部管掌
　
常磐湯本温泉株式会社 代表取締役社長
株式会社JKリアルエステート 代表取締役
社長　

常 務 取 締 役 中 村 行 雄 管理本部管掌

常 務 取 締 役 豊 田 和 夫
社長室長
　
常磐港運株式会社　代表取締役会長　

取 　 締 　 役 佐 久 間  博  巳
レジャーリゾート事業部長兼営業部長兼ゴ
ルフ事業室長兼システムサポート室長

取 　 締 　 役 秋 田 龍 生 管理本部長兼総務部長　

取 　 締 　 役 田 島 悦 郎
燃料商事事業部長
　
小名浜海陸運送株式会社　監査役　

取 　 締 　 役 松 崎 克 郎

レジャーリゾート事業部スパリゾートハワ
イアンズ総支配人
　
株式会社ホテルクレスト札幌 代表取締役
社長　

取 　 締 　 役 坂 本 征 夫 レジャーリゾート事業部企画部長　

監 　 査 　 役
　 ( 常　　勤 )　

田井治　直　美 　

監 　 査 　 役
　 ( 常　　勤 )　

鈴 木 和 好 　

監 　 査 　 役 上 本 壽 雄 　

監 　 査 　 役 岡 　 　 　 稔  

（注）１．監査役上本壽雄、岡 稔の両氏は、社外監査役であります。なお、社外監査役の重要な

兼職の状況につきましては、後記「③ 社外役員に関する事項」に記載のとおりであり

ます。

２．監査役田井治直美、鈴木和好、上本壽雄及び岡 稔の４氏は、以下のとおり財務及び会

計に関する相当程度の知見を有しております。
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(1)監査役田井治直美氏は、長年にわたって当社の経理部門を経験しており、財務及び

会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

(2)監査役鈴木和好氏は、当社の内部監査部門長並びに当社及び子会社の管理部長を経

験しており、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するものであります。

(3)監査役上本壽雄氏は、公認会計士の資格を有しており、財務及び会計に関する相当

程度の知見を有するものであります。　

(4)監査役岡 稔氏は、企業経営に精通しており、財務及び会計に関する相当程度の知見

を有するものであります。   

３. 監査役上本壽雄氏は、東京証券取引所の定める独立性の要件を満たしていると判断し

ております。　

　②　取締役及び監査役に支払った報酬等の総額　　

    イ．当事業年度に係る報酬等

区 分 支 給 人 員 支 給 額

取 締 役
（う　ち　社　外　取　締　役）

9名
(－)

  97百万円
(－)

監 査 役
（う　ち　社　外　監　査　役）

5
(3)

　 33
         (12)

合 計
 14
　(3)

　131
(12)

（注）１．上記には、平成21年６月26日開催の第91回定時株主総会終結の時をもって退任した社

外監査役１名を含んでおります。

      ２．取締役の支給額には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。

      ３．取締役の報酬額は、平成21年６月26日開催の第91回定時株主総会において、固定報酬

枠と業績連動型の変動報酬枠に区分し、固定報酬枠として年額１億10百万円以内(ただ

し、使用人分給与は含まない。)、変動報酬枠として当該事業年度の連結当期純利益の

３%以内(なお、平成21年度については2.5%としております。)の合計額と決議いただい

ております。　

　　　４．監査役の報酬限度額は、平成14年６月27日開催の第84回定時株主総会において年額40

　　　　  百万円以内と決議いただいております。　

     ５．上記の他、取締役に対し支払われる平成22年３月期の業績連動報酬総額は、12百万円

　　　　　であります。　
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 　ロ．当事業年度に支払った役員退職慰労金

平成21年６月26日開催の第91回定時株主総会決議に基づき、同総会

終結の時をもって退任した役員に対し、役員退職慰労金を以下のとお

り支給しております。

　　　　　　退任社外監査役　１名　　　　 　３百万円

なお、金額の中には、過年度の事業報告において記載した役員退職

慰労引当金の繰入額(社外監査役分１百万円)が含まれております。

③　社外役員に関する事項

イ．重要な兼職先と当社との関係

区　　分 氏 名 重要な兼職の状況 当社との関係

社 外 監 査 役
( 非 常 勤 )

岡　　　　　稔
芙蓉オートリース
株式会社 社外監査役 特別の関係はありません。

　

ロ．当事業年度における主な活動状況

　取締役会及び監査役会への出席状況並びに発言状況

区　　分 氏 名 主 な 活 動 状 況

社 外 監 査 役
( 非 常 勤 )

上 本 壽 雄
当事業年度開催の取締役会17回及び監査役会10回
の全てに出席し、必要に応じ、主に公認会計士と
しての専門的見地から発言を行っております。

社 外 監 査 役
( 非 常 勤 )

岡　　　　　稔

当事業年度開催の取締役会17回のうち15回に出席
し、また、当事業年度開催の監査役会10回の全て
に出席し、主に経験豊富な経営的見地から発言を
行っております。

　

ハ．責任限定契約の内容の概要

 　 　当社と各社外監査役は、会社法第427条第１項の規定に基づき、同法

第423条第１項の損害賠償責任を限定する契約を締結しております。

    　当該契約に基づく損害賠償責任の限度額は、会社法第425条第１項に

定める最低責任限度額としております。
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(4) 会計監査人の状況

①　名　　　　　称 新日本有限責任監査法人

　

②　報 酬 等 の 額

 支 払 額

当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額 62百万円

当社及び子会社が会計監査人に支払うべき金銭その他の
財産上の利益の合計額

62

　

③　会計監査人の解任または不再任の決定の方針

　取締役会は、会計監査人の職務の執行に支障がある場合等、その必要が

あると判断した場合は、監査役会の同意を得た上で、または、監査役会の

請求に基づいて、会計監査人の解任または不再任を株主総会の会議の目的

とすることといたします。

　監査役会は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める項目に該当

すると認められる場合は、監査役全員の同意に基づき監査役会が、会計監

査人を解任いたします。この場合、監査役会が選定した監査役は、解任後

最初に招集される株主総会におきまして、会計監査人を解任した旨と解任

の理由を報告いたします。
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(5) 業務の適正を確保するための体制

　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制

その他会社の業務の適正を確保するための体制についての決定内容の概要は

以下のとおりであります。

①　取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

　取締役会決議にて委嘱された業務につき、稟議規程、取締役会規程等社

内規程に基づいて決裁・決議された事項を適正に執行し、その状況は毎月

取締役会に報告いたしております。また、内部監査室を設置し、執行の適

正性・適法性を確保しております。

　

②　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制

　取締役の職務の執行に係る情報については、取締役会議事録、稟議書、

各種契約書等業務の執行に関する文書を文書取扱規程等に基づき保存・管

理しております。

　また、諸規程の改定は必要に応じて実施しておりますが、年１回年度末

に見直し整備を行うこととしております。

　

③　損失の危険の管理に関する規程その他の体制

　組織横断的リスク状況の監視及び全社的対応は総務部が行い、各部内の

所管業務に付随する安全衛生等のリスク管理は当該部内が行うこととし、

さらに内部監査室による定期的監査が実施されております。

　また、リスク報告規程に基づき、リスク発生後速やかに報告することと

し、一定の重要な事項についてはコンプライアンス委員会において再発防

止策等を含めた報告を行い、適宜承認を受けております。重大なリスクに

対しては、対応する責任者を設け、顧問弁護士等の助言を得るなどして、

迅速・適切に解決する体制をとっております。さらにインサイダー取引に

ついては、社内指針を設け厳格に遵守することとしております。　
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④　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制

　取締役会決議事項は、予め稟議決裁がなされた上で上程され決議執行さ

れております。取締役会は月１回定時に開催し、必要に応じて臨時に開催

されるものとし、経営方針・戦略等に関する重要事項については事前に社

長、専務並びに所管取締役により構成されるメンバーにおいて審議いたし

ます。

　また、取締役会において取締役の職務分掌を決議し、規程に基づき権限

分配を行っております。

　

⑤　使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体

制

　稟議規程、就業規則等の各種社内規程に基づき職務の執行を行っており、

この職務執行の適法性を確保するため、内部監査室による監査が行われ、

その内容は社長に報告され、是正される体制を整えております。

　また、法令違反等コンプライアンスに関する重要事実を発見した場合取

締役は監査役に報告することとし、さらに社外を含めた複数の通報窓口を

設置する外、内部通報規程に基づきその運用を行うこととしております。

　

⑥　当社並びに子会社から成る企業集団における業務の適正を確保するため

の体制

　グループ会社管理規程に基づき、各子会社管理運営を行う外、内部監査

室による監査によって、業務の適正性及び適法性を確保しております。

　子会社が当社からの経営管理及び経営指導内容が法令に違反する等コン

プライアンス上問題があると認めた場合、内部監査室に報告し、内部監査

室は監査役に直ちに報告することとします。

　

⑦　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における

当該使用人に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合、内部監

査室に属する使用人がその任に当たることとします。
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⑧　前号の使用人の取締役からの独立性に関する事項

　監査役がその職務を補助すべき当該使用人の取締役からの独立性を確保

するために、使用人の任命、異動等の人事権に関する事項については、監

査役と事前に協議することとします。

　

⑨　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制、その他の監査役への

報告に関する体制

　取締役会において毎月業務執行状況を報告することとしており、社長決

裁稟議についてはすべて監査役に報告する体制をとっております。

　また、年度計画に基づき各事業部の監査役監査が実施され、適正に報告

しております。

　

⑩　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制

　内部監査室及び会計監査人と情報交換するとともに、会計監査人が実施

する各事業部監査に立ち会うなど緊密な連携を図っております。

　監査役会は代表取締役と定期的に意見交換を行うこととしております。

　　　

⑪　財務報告の信頼性を確保するための体制

　当社グループは、適正な財務報告を確保するために「財務報告に係る内

部統制基本方針」及び「常磐興産グループ内部統制規程」を定め、その体

制整備・運用を行うとともに、整備・運用状況を評価するために内部統制

所管部門を設置し、進捗状況を適時に取締役会に報告する体制を採ってお

ります。

　

⑫　反社会的勢力排除に向けた体制

　反社会的勢力との関係を遮断することを基本方針とし、警察署や関連団

体等から講習会などを通じ情報収集を行うとともに、事案発生に備え、警

察や弁護士等の外部の専門機関と密接に連携して速やかに対処できる体制

の構築に努めてまいります。　

　

(6) 会社の支配に関する基本方針

　当社では、会社の財務及び事業の方針の決定を支配する者の在り方に関す

る基本方針については特に定めておりません。
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連 結 貸 借 対 照 表

（平成22年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額

資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受取手形及び売掛金

リース債権及びリース投資資産

た な 卸 資 産

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物 及 び 構 築 物

機械装置及び運搬具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

そ の 他

投資その他の資産

投 資 有 価 証 券

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

53,209

9,091

6,367

1,727

86

376

539

△4

44,039

39,088

12,579

616

147

24,395

166

1,182

61

61

4,888

4,344

1,671

560

△1,687

78

78

負 債 の 部 37,240

流 動 負 債 14,484

支払手形及び買掛金 1,332

短 期 借 入 金 9,037

一 年 以 内 償 還 社 債 894

リ ー ス 債 務 108

未 払 金 445

未 払 法 人 税 等 60

賞 与 引 当 金 290

事業整理損失引当金 504

設 備 関 係 支 払 手 形 976

そ の 他 833

固 定 負 債 22,756

社 債 2,464

長 期 借 入 金 14,245

リ ー ス 債 務 386

長 期 預 り 保 証 金 1,405

繰 延 税 金 負 債 3,831

退 職 給 付 引 当 金 89

環 境 対 策 引 当 金 99

負 の の れ ん 10

そ の 他 224

純 資 産 の 部 15,968

株 主 資 本 15,824

資 本 金 11,183

資 本 剰 余 金 1,475

利 益 剰 余 金 3,171

自 己 株 式 △5

評価・換算差額等 142

その他有価証券評価差額金 144

土地再評価差額金 △2

少 数 株 主 持 分 1

合 計 53,209 合 計 53,209

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連 結 損 益 計 算 書

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高  34,738

売 上 原 価  30,368

売 上 総 利 益  4,369

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  3,007

営 業 利 益  1,362

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 4  

受 取 配 当 金 77  

負 の の れ ん 償 却 額 10  

持 分 法 に よ る 投 資 利 益 169  

そ の 他 82 344

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 608  

そ の 他 68 676

経 常 利 益  1,030

特 別 利 益   

固 定 資 産 売 却 益 21  

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 3  

事 業 譲 渡 益 22  

そ の 他 1 49

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 除 却 損 163  

減 損 損 失 11  

投 資 有 価 証 券 売 却 損 4  

事 業 整 理 損 379 559

税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益  520

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税 46  

法 人 税 等 調 整 額 △13 33

少 数 株 主 利 益  0

当 期 純 利 益  486

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結株主資本等変動計算書

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

（単位：百万円）

 
株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

平成21年３月31日　残高 11,183 1,475 2,862 △4 15,516

当連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当   △177  △177

当 期 純 利 益   486     486

自 己 株 式 の 取 得    △1 △1

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額)

     

当連結会計年度中の変動額合計 －　 － 309 △1 308

平成22年３月31日　残高 11,183 1,475 3,171 △5 15,824

 

評 価 ・ 換 算 差 額 等

少数株主持分 純 資 産 合 計その他有価証券
評 価 差 額 金

土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

平成21年３月31日　残高 107 △2 105 1 15,623

当連結会計年度中の変動額      

剰 余 金 の 配 当     △177

当 期 純 利 益        486

自 己 株 式 の 取 得        △1

株主資本以外の項目の当連結
会計年度中の変動額(純額)

37 　 37 △0 36

当連結会計年度中の変動額合計 37 － 37 △0 345

平成22年３月31日　残高 144 △2 142 1 15,968

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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連結注記表

１．連結計算書類作成のための基本となる重要な事項

(1) 連結の範囲に関する事項

①　連結子会社

連結会社の数 ５社

連結子会社の名称 ㈱ホテルクレスト札幌、㈱常磐製作所、常磐興産ピ

ーシー㈱、㈱ＪＫリアルエステート、常磐港運㈱

②　非連結子会社

非連結子会社の数 ４社

非連結子会社の名称 ㈱ジェイ・ケイ・レストランサービス、㈱クレスト

ヒルズ、㈱ジェイ・ケイ・インフォメーション、㈱

クレストコーポレーション

 非連結子会社について連結の範囲から除いた理由

 　非連結子会社の総資産、売上高、当期純損益（持

分に見合う額）及び利益剰余金（持分に見合う額）

等は小規模であり連結計算書類に重要な影響を及ぼ

していないためであります。

(2) 持分法の適用に関する事項

①　持分法適用会社

持分法適用関連会社数 ２社

持分法適用関連会社の名称 常磐湯本温泉㈱、小名浜海陸運送㈱

 　持分法適用会社のうち、決算日が連結決算日と異

なる会社については、各社の事業年度にかかる計算

書類を使用しております。

②　持分法を適用していない非連結子会社及び関連会社の状況

主要な会社の名称 ㈱ジェイ・ケイ・レストランサービス、㈱クレスト

ヒルズ、㈱ジェイ・ケイ・インフォメーション、㈱

クレストコーポレーション

 持分法を適用しない理由

 　持分法を適用していない非連結子会社４社はそれ

ぞれ当期純損益（持分に見合う額）及び利益剰余金

（持分に見合う額）等からみて持分法の対象から除

いても連結計算書類に及ぼす影響が軽微であり、か

つ、全体としても重要性がないため、持分法適用の

範囲から除外しております。

(3) 連結子会社の事業年度等に関する事項

すべての連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。
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(4) 会計処理基準に関する事項

①　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

時価のあるもの ……………… 連結決算日の市場価格等に基づく時価法

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定）

時価のないもの ……………… 総平均法による原価法

たな卸資産の評価基準及び評価方法

卸売商品及び販売用不動産 …… 個別法による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

上記以外のたな卸資産 ………… 主として総平均法（一部移動平均法）による原価法

（貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

②　重要な減価償却資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く） スパリゾートハワイアンズの施設、ゴルフ事業資産

並びに一部の連結子会社の資産は定額法を採用し、

主な連結子会社の資産は定率法（ただし、平成10年

４月以降取得した建物（附属設備は除く）について

は定額法）を採用しております。　
無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

    ③　重要な繰延資産の処理方法

　　  社債発行費 社債の償還までの期間にわたり、定額法により償却

しております。

④　重要な引当金の計上基準

貸倒引当金 貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実

績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

しております。

賞与引当金 従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込

額を計上しております。

事業整理損失引当金 事業の整理に伴う損失に備えるため、損失見込額を

計上しております。
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退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末

における退職給付債務及び年金資産の見込み額に基

づき計上しております。

 数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時の従

業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（主とし

て10年）による定額法により按分した額をそれぞれ

発生の翌連結会計年度から費用処理することとして

おります。

（会計方針の変更）

当連結会計年度より、「「退職給付に係る会計基準」

の一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平

成20年７月31日）を適用しております。

なお、これによる営業利益、経常利益及び税金等調

整前当期純利益に与える影響はありません。　

環境対策引当金 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に

関する特別措置法」によって処理することが義務づ

けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、そ

の処理費用見込額を計上しております。

⑤　重要なヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップに

ついては、特例処理を採用しております。

⑥　消費税等の会計処理

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

⑦　連結納税制度の適用

連結納税制度を適用しております。

⑧　のれん及び負ののれんの償却に関する事項

負ののれんの償却については、５年間の均等償却を行っております。

なお、僅少なものに限り一括償却しております。

　

追加情報

（役員退職慰労引当金）

当社及び連結子会社は、従来、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく要支給

額を「役員退職慰労引当金」に計上しておりましたが、当社は平成21年３月期に係る定時株

主総会終結時をもって、また、連結子会社は平成21年９月30日開催の臨時株主総会終結時を

もって役員退職慰労金制度を廃止いたしました。これに伴い、当社及び連結子会社は、各々

の株主総会までの期間に対応する役員退職金を打切り支給することとしたため、役員退職金

要支給額（202百万円）を、固定負債「その他」に振替えております。

　
表示方法の変更

（連結貸借対照表）　

前連結会計年度まで「支払手形及び買掛金」に含めておりました「設備関係支払手形」は、

当連結会計年度末において、金額的重要性が増したため区分掲記いたしました。

なお、前連結会計年度の「支払手形及び買掛金」に含まれている「設備関係支払手形」は87

百万円であります。　　
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　２．連結貸借対照表に関する注記
(1) 担保に供している資産

      担保資産

建物 9,039百万円 （ 8,494百万円）

構築物 2,626百万円 （ 2,626百万円）

土地 17,416百万円 

投資有価証券 1,155百万円 

計 30,238百万円 （11,120百万円）

      担保付債務

短期借入金及び長期借入金 17,579百万円 （14,992百万円）

 17,579百万円 （14,992百万円）

　上記のうち（　）内書は観光施設財団抵当並びに当該債務を示しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 22,754百万円

(3) 受取手形割引高 147百万円

(4) 売掛債権流動化による譲渡残高 9百万円

(5) 保証債務 61百万円

　　　いわき流通センター共同組合の営業取引に対して債務保証を行っております。

　

３．連結損益計算書に関する注記

　(1) 事業整理損は､㈱常磐製作所の一部事業撤退に伴うものであり､主な内容は次のとおりで

　　　あります。　

　　減損損失 329百万円

　　従業員関連費用　　　　　　　　　　　 35百万円

　　事業整理損失引当金繰入額 12百万円
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４．連結株主資本等変動計算書に関する注記

　(1) 当連結会計年度末における発行済株式の数

    普通株式 79,598,912株

    Ａ種優先株式 3,500,000株

　
　(2) 配当金支払額

　　  平成21年6月26日開催の第91回定時株主総会において次のとおり決議しております。

決 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成21年6月26日 普 通 株 式 159 2.00 平成21年3月31日 平成21年6月29日

平成21年6月26日 Ａ種優先株式 17 5.12 平成21年3月31日 平成21年6月29日

　

　(3)基準日が当連結会計年度に属する配当のうち､配当の効力発生が翌連結会計年度になるもの

     平成22年6月29日開催予定の第92回定時株主総会において次のとおり付議します。

付 議 株式の種類
配当金の総額
(百万円)

１株当たり
配当額(円)

基 準 日 効 力 発 生 日

平成22年6月29日 普 通 株 式 159 2.00 平成22年3月31日 平成22年6月30日

平成22年6月29日 Ａ種優先株式 35 10.00 平成22年3月31日 平成22年6月30日

　　
５. 金融商品に関する注記

(1) 金融商品の状況に関する事項　

当社グループは、資金運用については短期的な預金等に限定し、銀行等金融機関からの

借入並びに社債発行により資金を調達しております。

受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図

っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式については四半期ご

とに時価の把握を行っております。　

借入金等の使途は運転資金（主として短期）及び設備投資資金（長期）であり、一部の

長期借入金の金利変動リスクに対して金利スワップ取引を実施して支払利息の固定化を実

施しております。

デリバティブ取引の内容は、金利スワップ取引及び為替予約取引であり、「市場リスク

管理方針」に基づき、借入債務、外貨建買入債務の範囲内で行うこととしており、投機的

な取引は行わない方針であります。
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(2) 金融商品の時価等に関する事項

平成22年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及びこれ

らの差額については、次のとおりであります。

　　(単位：百万円)

　 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 　6,367    6,367 －

(2) 投資有価証券 　2,952 　2,952 －

　資産計 　9,320 　9,320 －

(3) 短期借入金　 3,185 3,185 －

(4) 社債　 3,358 3,373 14

(5) 長期借入金　 20,098 20,191 93

　負債計　 26,642 26,750 107

(6) デリバティブ取引　 　－ － －

　

(注1)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項

(1) 現金及び預金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。

(2) 投資有価証券

これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。　 

(3) 短期借入金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額

によっております。　　

(4) 社債、並びに(5）長期借入金

社債並びに長期借入金の時価については、元利金の合計額を同様の新規借入を行った場合

に想定される利率で割り引いて算定する方法によっております。ただし、変動金利による長

期借入金については、金利が一定期間ごとに更改される条件となっているため、時価は帳簿

価額にほぼ等しいと言えることから、当該帳簿価額によっております。　

また、変動金利による長期借入金で金利スワップの特例処理の対象とされているもの（下

記(6) 参照）については、当該金利スワップと一体として処理された元利金の合計額を、同

様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる利率で割り引いて算定する方法に

よっております。

(6) デリバティブ取引

金利スワップの特例処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として

処理されているため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しております（上記

(5) 参照)。
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(注2)関係会社株式（連結貸借対照表計上額835百万円）及び非上場株式(連結貸借対照表計上額

555百万円)は、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積もることなどができ

ず、時価を把握することが極めて困難と認められるため｢(2）投資有価証券｣には含めてお

りません。　

　追加情報　

　当連結会計年度より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３

月10日）及び「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号

平成20年３月10日）を適用しております。

　

６. 賃貸等不動産に関する注記　　　

(1) 賃貸等不動産の状況に関する事項

　一部の子会社では、福島県、茨城県等に、賃貸用土地（建物等を含む｡）を有しておりま

す。平成22年３月期における当該賃貸用不動産等に関する賃貸損益は10百万円であります。

(2) 賃貸等不動産の時価に関する事項

　(単位：百万円)　

連結貸借対照表計上額 　時価

　10,157 　8,667

(注1) 連結貸借対照表計上額は、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した

金額であります。

(注2) 時価は、不動産鑑定士による不動産鑑定評価額（ただし、重要性の低い物件は固定資産

税評価額を基礎にした価額等）により算定しております。

追加情報　

　当連結会計年度より、「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準」（企業会計基準

第20号　平成20年11月28日）及び「賃貸等不動産の時価等の開示に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第23号　平成20年11月28日）を適用しております。

　

７．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 191円45銭

(2) １株当たり当期純利益 5円68銭

　

　



－ 29 －

貸　借　対　照　表

（平成22年３月31日現在）
（単位：百万円）

科 目 金 額 科 目 金 額
資 産 の 部

流 動 資 産

現 金 及 び 預 金

受 取 手 形

売 掛 金

商 品

貯 蔵 品

前 払 費 用

未 収 入 金

短 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

固 定 資 産

有 形 固 定 資 産

建 物

構 築 物

機 械 及 び 装 置

車 両 運 搬 具

工具、器具及び備品

土 地

リ ー ス 資 産

建 設 仮 勘 定

無 形 固 定 資 産

借 地 権

そ の 他

投 資 そ の 他 の 資 産

投 資 有 価 証 券

関 係 会 社 株 式

差 入 保 証 金

長 期 貸 付 金

そ の 他

貸 倒 引 当 金

繰 延 資 産

社 債 発 行 費

47,778

8,687

4,951

143

998

53

41

118

403

2,913

1

△938

39,011

13,686

9,143

2,690

401

17

130

0

119

1,182

58

26

31

25,266

3,424

21,321

234

2,166

280

△2,161

78

78

負 債 の 部 32,921
流 動 負 債 13,040

支 払 手 形 129
買 掛 金 889
短 期 借 入 金 8,941
一 年 以 内 償 還 社 債 894
リ ー ス 債 務 28
未 払 金 496
未 払 法 人 税 等 41
未 払 費 用 250
前 受 金 5
預 り 金 149
賞 与 引 当 金 235
設 備 関 係 支 払 手 形 976

  
固 定 負 債 19,880

社 債 2,464
長 期 借 入 金 13,998
リ ー ス 債 務 97
長 期 未 払 金 174
長 期 預 り 保 証 金 1,393
繰 延 税 金 負 債 1,691
退 職 給 付 引 当 金 48
環 境 対 策 引 当 金 12

  
純 資 産 の 部 14,856
株 主 資 本 14,718
資 本 金 11,183
資 本 剰 余 金 1,466
資 本 準 備 金 1,458
そ の 他 資 本 剰 余 金 7

利 益 剰 余 金 2,074
利 益 準 備 金 32
そ の 他 利 益 剰 余 金 2,042
繰 越 利 益 剰 余 金 2,042

自 己 株 式 △5
評価・換算差額等 138

その他有価証券評価差額金 140
土 地 再 評 価 差 額 金 △2

合 計 47,778 合 計 47,778

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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損　益　計　算　書

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

（単位：百万円）

科 目 金 額

売 上 高  31,385

売 上 原 価  27,639

売 上 総 利 益  3,745

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費  2,492

営 業 利 益  1,253

営 業 外 収 益   

受 取 利 息 14  

受 取 配 当 金 133  

会 員 資 格 保 証 金 償 却 益 32 　

そ の 他 9 189

営 業 外 費 用   

支 払 利 息 550  

そ の 他 103 653

経 常 利 益  788

特 別 利 益   

投 資 有 価 証 券 売 却 益 0  

貸 倒 引 当 金 戻 入 額 3 3

特 別 損 失   

固 定 資 産 売 却 除 却 損 148  

関 係 会 社 株 式 評 価 損 287  

そ の 他 0 435

税 引 前 当 期 純 利 益  356

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税     47

当 期 純 利 益  308

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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株主資本等変動計算書

(平成21年４月１日から
平成22年３月31日まで)

（単位：百万円）

 

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

自己株式
株主資本
合　　計資本準備金

その他資
本剰余金

資本剰余金
合 計

利益準備金

その他利
益剰余金 利益剰余金

合 計繰越利益
剰 余 金

平成21年3月31日残高 11,183 1,458 7 1,466 14 1,928 1,943 △4 14,588

当期の変動額          

利益準備金の積立              17 △17 －  －

剰余金の配当          
    
    

    △177 △177  △177

当 期 純 利 益                  308 308  308

自己株式の取得        △1 △1

株主資本以外の項目の
当期の変動額(純額)

         

当期の変動額合計 － － － － 17 114 131 △1 130

平成22年３月31日残高 11,183 1,458 7 1,466 32 2,042 2,074 △5 14,718

 
評 価 ・ 換 算 差 額 等

純 資 産 合 計
その他有価証券評価差額金 土地再評価差額金 評価・換算差額等合計

平成21年３月31日残高 115 △2 113 14,701

当期の変動額     

利益準備金の積立    －

剰余金の配当    △177

当 期 純 利 益    308

自己株式の取得    △1

株主資本以外の項目の
当期の変動額（純額）

25     25 25

当期の変動額合計 25 － 25 155

平成22年３月31日残高 140 △2 138 14,856

（注）記載金額は百万円未満を切り捨てて表示しております。
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個別注記表

１．重要な会計方針に係る事項

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法

子会社株式及び関連会社株式 ……… 総平均法による原価法

　その他有価証券　

　　時価のあるもの …………………

　

期末日の市場価格等に基づく時価法

 （評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却

原価は総平均法により算定）

　　時価のないもの ………………… 総平均法による原価法

(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　売店商品・貯蔵品 ………………… 最終仕入原価法

 　 （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

　卸売商品 …………………………… 個別法による原価法

 （貸借対照表価額については収益性の低下に基づく

簿価切下げの方法により算定）

(3) 固定資産の減価償却の方法

有形固定資産（リース資産を除く） スパリゾートハワイアンズの施設、ゴルフ事業資産

は定額法、それ以外の有形固定資産については定率

法を採用しております。

無形固定資産（リース資産を除く） 定額法を採用しております。なお、自社利用のソフ

トウェアについては、社内における利用可能期間（５

年）に基づく定額法を採用しております。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法を採用しております。

なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のう

ち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリ

ース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっております。

　(4) 繰延資産の処理方法

社債発行費 社債の償還までの期間にわたり、定額法により償却

しております。

(5) 引当金の計上基準

貸倒引当金 貸倒損失に備えるため一般債権については貸倒実績

率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個

別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上し

ております。

賞与引当金 従業員に対する賞与の支払に備えるため、支給見込

額を計上しております。
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退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退

職給付債務及び年金資産の見込み額に基づき計上し

ております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員

の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10年）によ

る定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業

年度から費用処理することとしております。

（会計方針の変更）　

当事業年度より、「「退職給付に係る会計基準」の

一部改正（その３）」（企業会計基準第19号　平成

20年７月31日）を適用しております。

なお、これによる営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益に与える影響はありません。

環境対策引当金 「ポリ塩化ビフェニル廃棄物の適正な処理の推進に

関する特別措置法」によって処理することが義務づ

けられているＰＣＢ廃棄物の処理に備えるため、そ

の処理費用見込額を計上しております。

(6) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、特例処理の要件を満たす金利スワップについ

ては、特例処理を採用しております。

(7) 消費税等の処理方法

消費税等の会計処理は税抜方式によっております。

(8) 連結納税制度の適用

    連結納税制度を適用しております。
 

　

追加情報

（役員退職慰労引当金）　

当社は、従来、役員の退職慰労金の支払に備えるため、内規に基づく要支給額を「役員退職

慰労引当金」に計上しておりましたが、平成21年３月期に係る定時株主総会終結時をもって

役員退職慰労金制度を廃止いたしました。これに伴い、当該定時株主総会までの期間に対応

する役員退職金を打切り支給することとしたため、役員退職金要支給額（174百万円）を、

「長期未払金」に振替えております。

　

表示方法の変更

（貸借対照表）　

前事業年度まで「支払手形」に含めておりました「設備関係支払手形」は、当事業年度末に

おいて、金額的重要性が増したため区分掲記いたしました。

なお、前事業年度の「支払手形」に含まれている「設備関係支払手形」は80百万円でありま

す。

（損益計算書）　

前事業年度まで営業外収益の「その他」に含めておりました「会員資格保証金償却益」は、

当事業年度末において、金額的重要性が増したため区分掲記いたしました。

なお、前事業年度の営業外収益の「その他」に含まれている「会員資格保証金償却益」は８

百万であります。　



－ 34 －

２．貸借対照表に関する注記

(1) 担保に供している資産

　

 　　  担保資産

建物 8,494百万円 （8,494百万円）

構築物 2,626百万円 （2,626百万円）

投資有価証券 1,124百万円 

計 12,245百万円 （11,120百万円）

　

 　　  担保付債務

短期借入金及び長期借入金 17,439百万円 （14,992百万円）

17,439百万円 （14,992百万円）

上記のうち（　）内書は観光施設財団抵当並びに当該債務を示しております。

(2) 有形固定資産の減価償却累計額 19,381百万円

(3) 保証債務

関係会社の銀行借入等に対する保証

㈱常磐製作所 279百万円

 279百万円

(4) 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権 3,015百万円

長期金銭債権 2,064百万円

短期金銭債務 126百万円

長期金銭債務 89百万円

(5）取締役及び監査役に対する金銭債務 2百万円

(6) 土地再評価

土地の再評価に関する法律（平成10年３月31日公布法律第34号及び平成13年６月29日公布

法律第94号）に基づき、事業用土地の再評価を行い、「土地再評価差額金」を純資産の部

に計上しております。

再評価の方法

土地の再評価に関する法律施行令（平成10年３月31日公布政令第119号及び平成11年３月31

日公布政令第125号）第２条第５号に定める鑑定評価、及びその他の土地については第４号

に定める地価税の計算により算定した価額に合理的な調整を行って算定しております。

再評価を行った年月日 平成14年３月31日

再評価を行った土地の当期末における時価合計額は、再評価後の帳簿価額の合計額を０百

万円下回っております。
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３．損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

売上高 250百万円

仕入高 560百万円

販売費及び一般管理費 298百万円

営業取引以外の取引高 82百万円

　
４．株主資本等変動計算書に関する注記

当事業年度の末日における自己株式の数

普通株式 37,024株

　
５．税効果に関する注記

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産  

貸倒引当金損金算入限度超過額 1,251百万円

賞与引当金繰入額 94百万円

長期未払金 70百万円

投資有価証券評価損 1,257百万円

投資敷金消却額 153百万円

差入保証金消却額 69百万円

減損損失 85百万円

繰越欠損金 733百万円

その他 133百万円

繰延税金資産小計 3,849百万円

評価性引当額 △3,849百万円

繰延税金資産合計 －

繰延税金負債  

子会社株式 △1,567百万円

その他有価証券評価差額金 △124百万円

繰延税金負債合計 △1,691百万円

繰延税金資産（負債）の純額 △1,691百万円
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６．リースにより使用する固定資産に関する注記

  貸借対照表に計上した固定資産のほか、営業設備等の一部については、所有権移転外ファイ

ナンス・リース契約により使用しております。

(1) リース物件の取得原価相当額、減価償却累計額相当額及び期末残高相当額

 取 得 原 価 相 当 額 減価償却累計額相当額 期 末 残 高 相 当 額

工具、器具及び備品 29百万円 20百万円 8百万円

合 計 29百万円 20百万円 8百万円

(2) 未経過リース料期末残高相当額

１年内 3百万円

１年超 4百万円

合計 8百万円

(3) 支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額

支払リース料 40百万円

減価償却費相当額 38百万円

支払利息相当額 0百万円

(4) 減価償却費相当額の算定方法

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。

(5) 利息相当額の算定方法

リース料総額とリース物件の取得原価相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方

法については、利息法によっております。
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７．関連当事者との取引に関する注記

子会社等  
　　（単位：百万円）

属 性 会 社 等 の 名 称

議決権等
の 所 有
(被所有)
割 合

関連当事者
と の 関 係

取引の内容 取引金額 科 目 期末残高

子会社 ㈱ホテルクレスト札幌
直 接
100.0％

資金の援助 資 金 の 貸 付
(注２)
　

― 長 期 貸 付 金
 (注３)

　

495

役員の兼任         

子会社 ㈱ 常 磐 製 作 所
 
直 接
100.0％

資金の援助

資 金 の 貸 付

資 金 の 回 収
(注１)

　
利 息 の 受 取

1,006

400
　
　
1

短 期 貸 付 金
　

未 収 収 益

606
　
0

債 務 保 証 銀行借入等に対
す る 債 務 保 証

　

279 － －

役員の兼任           

子会社 常磐興産ピーシー㈱
直 接
100.0％

資金の援助
資 金 の 回 収

(注２)
71

短 期 貸 付 金
 (注４)

1,429

役員の兼任           

子会社 ㈱ＪＫリアルエステート
直 接
100.0％

資金の援助

資 金 の 貸 付

資 金 の 回 収
(注１)

利 息 の 受 取
　

―

50
　
8

短 期 貸 付 金
　

未 収 収 益

560
　　

0

担保の受入 担 保 の 受 入
(注５)

　

17,439 － －

役員の兼任          

子会社
㈱ジェイ・ケイ・レスト
ランサービス

直 接
100.0％

資金の援助 資 金 の 貸 付
(注２)
　

－ 長 期 貸 付 金
 (注３)

　

544

役員の兼任         

子会社 ㈱クレストヒルズ
直 接
100.0％

資金の援助 資 金 の 貸 付
(注２)
　

－ 長 期 貸 付 金
 (注３)

　

403

役員の兼任         

子会社
㈱クレストコーポレーシ
ョン

直 接
95.0％

資金の援助 資 金 の 貸 付
(注２)
　

－ 長 期 貸 付 金
 (注３)

　

622

　         

取引条件及び取引条件の決定方針等

（注１）資金の貸付については、市場金利を勘案して決定しております。

（注２）資金の貸付については、無利息にしております。

（注３）貸付金の全額に対し、貸倒引当金を計上しております。

（注４）貸付金のうち937百万円について貸倒引当金を計上しております。

（注５）当社の銀行借入について、土地の担保提供を受けております。

　

８．１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 177円50銭

(2) １株当たり当期純利益 3円44銭
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９. 重要な後発事象に関する注記

共通支配下の企業結合について　

(1)企業結合の概要　

当社は、平成22年２月24日開催の当社取締役会において、平成22年４月１日を効力発生

日として、完全子会社である株式会社ＪＫリアルエステートを吸収合併することを決議し、

平成22年４月１日に簡易合併の方式により合併いたしました。　

株式会社ＪＫリアルエステートは不動産の売買、賃貸等を主な事業としており、不動産

業界が厳しい環境で推移していることから、当社グループの不動産管理に専念するため吸

収合併することといたしました。　

 ①被合併会社の概要（平成22年３月31日現在)

株式会社ＪＫリアルエステート

事業内容　　　　　　　不動産の販売、賃貸、仲介および管理

設立年月日　　　　　　平成２年12月１日

本店所在地　　　　　　福島県いわき市

資本金　　　　　　　　100百万円

資産合計　　　　　　　23,963百万円

負債合計　　　　　　　4,342百万円

純資産合計 　　　　　 19,621百万円

発行済株式数　　　　　2,000株

 ②合併の方法　

　当社を存続会社とする吸収合併方式であり、株式会社ＪＫリアルエステートは解散いた

しました。　

 ③合併比率及び合併交付金

　当社は株式会社ＪＫリアルエステートの全株式を所有しており、本合併による新株式の

発行及び資本金の増加並びに合併交付金の支払はありません。

 ④合併後の状況

　本合併による商号、事業内容、本店所在地、代表者、資本金及び決算期に変更はありま

せん。

(2)実施する会計処理の概要　

　「企業結合に関する会計基準」（企業会計基準第21号　平成20年12月26日）及び「企業

結合会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第10号

平成20年12月26日）に基づき、共通支配下の取引として処理をいたします。

　合併効力発生日において吸収合併消滅会社から受け入れる資産及び負債の差額と、当社

が所有する子会社株式の帳簿価額との差額を特別利益（抱合せ株式消滅差益）として、５

億83百万円計上する予定であります。



－ 39 －

連結計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月13日 

 常磐興産株式会社  

 取締役会　御中  

　 新日本有限責任監査法人 　

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 石 　 暁 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 出 口 賢 二 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 打 越 　  

 

 　

当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、常磐興産株式会社

の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの連結会計年度の連結計算

書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結株主資本等変動

計算書及び連結注記表について監査を行った。この連結計算書類の作成責

任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連結計算書類に対

する意見を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重

要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。

監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適

用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての連

結計算書類の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結

果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。

当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当

と認められる企業会計の基準に準拠して、常磐興産株式会社及び連結子会

社から成る企業集団の当該連結計算書類に係る期間の財産及び損益の状況

をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査報告

 独立監査人の監査報告書  

 平成22年５月13日 

 常磐興産株式会社  

 取締役会　御中  

 新日本有限責任監査法人  

 

指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 大 石 　 暁 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 出 口 賢 二 
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員

公認会計士 打 越 　  

 

 　

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、常磐興産株
式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第92期事業年度の
計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及
び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。この計算書類
及びその附属明細書の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立
の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見を表明することにあ
る。
当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準

に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその
附属明細書に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ること
を求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採用した会計
方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め
全体としての計算書類及びその附属明細書の表示を検討することを含んで
いる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を
得たと判断している。
当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において

一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及
びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状況をすべての重要な点に
おいて適正に表示しているものと認める。
追記情報
重要な後発事象の注記に記載されているとおり、会社は、平成22年４月

１日に連結子会社である株式会社JKリアルエステートを吸収合併した。　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定に

より記載すべき利害関係はない。
以　上
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監査役会の監査報告

 監　査　報　告　書  

 　当監査役会は、平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第92期事業

年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づ

き、審議の結果、本監査報告書を作成し、以下のとおり報告いたします。

　

１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実

施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人から

その職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求めました。

　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、

職務の分担等に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通

を図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取締役会そ

の他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の執行状況に

ついて報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、

本社及び主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。

また、取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するため

の体制その他株式会社の業務の適正を確保するために必要なものとして会

社法施行規則第100条第１項及び第３項に定める体制の整備に関する取締役

会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システ

ム）の状況を監視及び検証いたしました。子会社については、子会社の取

締役及び監査役等と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社

から事業の報告を受けました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る

事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。

　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施し

ているかを確認するとともに、会計監査人からその職務の執行状況につい

て報告を受け、必要に応じて説明を求めました。また、会計監査人から「職

務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」（会社計算規則第

131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月

28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応

じて説明を求めました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書

類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表）及

びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損益計算書、

連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。
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 ２．監査の結果

(1) 事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況

を正しく示しているものと認めます。

二　取締役の職務の遂行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違

反する重大な事実は認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認め

ます。また、当該内部統制システムに関する取締役の職務の遂行に

ついても、指摘すべき事項は認められません。

(2) 計算書類及びその附属明細書の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

(3) 連結計算書類の監査結果

　会計監査人新日本有限責任監査法人の監査の方法及び結果は相当であ

ると認めます。

 

 平成22年５月14日  

 常磐興産株式会社　監査役会  

 

監 査 役 ( 常 勤 ) 田井治　直　美 
監 査 役 ( 常 勤 ) 鈴 木 和 好 
社 外 監 査 役 上 本 壽 雄 
社 外 監 査 役 岡 　 　 稔 

 

以　上
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株主総会参考書類

　

第１号議案　剰余金の処分の件

　

剰余金の処分につきましては、以下のとおりといたしたいと存じます。

　

  　期末配当に関する事項

期末配当につきましては、経営環境が依然として厳しいなか、業績の状況

と今後の事業展開を勘案し、以下のとおりとさせていただきたいと存じま

す。

　

 　　①配当財産の種類

 　　　金銭といたします。

　

 　　②配当財産の割当てに関する事項及びその総額

 　　　普通株式　　　１株につき金２円　　  総額159,123,776円

　　　 Ａ種優先株式　１株につき金10円　  　総額 35,000,000円

　 Ａ種優先株式に係る優先配当金につきましては、Ａ種優先株式の要項に基

づく所定の金額であります。

　

   ③剰余金の配当が効力を生ずる日

平成22年６月30日といたしたいと存じます。
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第２号議案　取締役９名選任の件

　取締役９氏は、本定時株主総会終結の時をもって全員任期満了となります。

　つきましては、取締役９名の再選をお願いするものであります。

　次のとおり取締役の候補者を推薦いたします。

候補者
番　号

氏 　 　 　 名
(生年月日 )

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

１
斎　藤　一　彦
(昭和20年２月19日生)

昭和43年４月　常磐湯本温泉観光㈱（現常磐興

産㈱）入社

平成６年11月　常磐興産㈱観光事業本部ホテル

ハワイアンズ総支配人

 同 ９年６月　取締役観光事業本部長兼企画推

進室長

 同 12年４月　常務取締役事業統轄本部長兼新

規事業開発室長

 同 13年６月　専務取締役事業統轄本部長兼経

理部長

 同 14年１月　代表取締役副社長兼事業統轄本

部長兼経理部長

 同 14年６月　代表取締役社長兼事業本部長

 同 17年２月　代表取締役社長（現任）

〔重要な兼職の状況〕

　常磐共同火力㈱取締役

　小名浜海陸運送㈱取締役　

普通株式

48,000株



－ 45 －

候補者
番　号

氏 　 　 　 名
(生年月日 )

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

2
澤　木　博　孝
(昭和18年９月４日生)

昭和41年４月　常磐開発㈱入社

平成12年３月　常磐興産㈱開発事業本部長兼茨

城支店長兼いわき事務所長

 同 14年６月　取締役いわき事務所長兼事業本

部開発事業部長

 同 15年６月　常務取締役いわき事務所長兼開

発事業部長

 同 15年７月　常務取締役社長室長兼開発事業

部長

 同 19年６月　専務取締役社長室長

 同 20年６月　専務取締役社長補佐兼レジャー

リゾート事業部管掌（現任）

普通株式

24,000株

3
中　村　行　雄
(昭和25年12月９日生)

昭和48年４月　㈱富士銀行（現㈱みずほコーポ

レート銀行）入行

平成15年４月　常磐興産㈱入社管理本部副本部

長兼関連事業部長

 同 16年６月　取締役管理本部副本部長兼関連

事業部長

 同 17年２月　常務取締役レジャーリゾート事

業部管掌兼関連会社担当

 同 20年６月　常務取締役管理本部管掌（現

任）

普通株式

18,000株
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候補者
番　号

氏 　 　 　 名
(生年月日 )

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

4
豊　田　和　夫
(昭和21年９月20日生)

昭和44年４月　東協生コン業㈱入社

 同 56年３月　常磐興産㈱入社

平成10年６月　PC事業本部副本部長兼営業統括

部長

 同 13年３月　小名浜港セメント荷役㈱

代表取締役社長

 同 14年10月  常磐港運㈱代表取締役社長

 同 20年６月　常磐興産㈱常務取締役社長室長

(現任）

〔重要な兼職の状況〕

常磐港運㈱代表取締役会長

普通株式

10,000株

5
佐久間　博　巳
(昭和30年12月６日生)

昭和55年７月　常磐興産㈱入社

平成９年２月　観光事業本部営業本部長兼営業

部長

 同 13年６月　取締役観光事業本部長

 同 18年４月　取締役レジャーリゾート事業部

長兼営業部長兼ゴルフ事業室長

兼システムサポート室長（現

任）

普通株式

15,000株

6
秋　田　龍　生
(昭和33年３月28日生)

昭和55年４月　㈱福島環境整備センター（現常

磐開発㈱）入社

平成10年10月　常磐興産㈱管理本部人事部長兼

観光事業本部副本部長

 同 13年６月　取締役事業統轄本部副本部長兼

総務部長兼観光事業本部副本部

長

 同 14年４月　取締役管理本部長兼総務部長（現

任）

普通株式

19,000株
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候補者
番　号

氏 　 　 　 名
(生年月日 )

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

7
田　島　悦　郎
(昭和22年７月26日生)

昭和41年４月　北海道炭礦汽船㈱入社

 同 62年５月　常磐興産㈱入社

平成10年６月　燃料商事本部長兼石炭部長

 同 15年６月　取締役燃料商事事業部長

（現任）

　　　　〔重要な兼職の状況〕

　小名浜海陸運送㈱監査役

普通株式

16,000株

8
松　崎　克　郎
(昭和31年５月26日生)

昭和55年４月　常磐興産㈱入社

平成13年１月　観光事業本部副本部長兼ハワイ

アンズ支配人

 同 16年６月　取締役レジャーリゾート事業部

スパリゾートハワイアンズ総支

配人（現任）

〔重要な兼職の状況〕

㈱ホテルクレスト札幌代表取締役社長

普通株式

17,000株

9
坂　本　征　夫
(昭和20年３月29日生)

昭和42年４月　常磐炭礦㈱（現常磐興産㈱）入

社

平成８年４月　常磐興産㈱観光事業本部副本部

長兼ハワイアンズ総支配人

 同 16年６月　取締役レジャーリゾート事業部

企画部長（現任）

普通株式

17,000株

（注）候補者と当社との間に特別の利害関係はありません。
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第３号議案　補欠監査役１名選任の件

　法令に定める監査役の員数を欠くことになる場合に備え、会社法第329条第２項

の規定に基づき、予め補欠監査役１名の選任をお願いするものであります。

　なお、本議案につきましては、監査役会の同意を得ております。

　次のとおり補欠監査役の候補者を推薦いたします。

氏 　 　 　 名
(生年月日 )

略歴及び重要な兼職の状況
所 有 す る
当社の株式数

緑 川 正 樹
(昭和46年9月22日生)

平成11年４月　弁護士登録（東京弁護士会所

属）工藤綜合法律事務所入所
0株

　　（注）１．候補者と当社との間には、特別な利害関係はありません。

２．補欠監査役候補者緑川正樹氏は、補欠の社外監査役として選任す

るものであります。

３．緑川正樹氏は、弁護士として培われた法律知識を、監査役として

就任された場合に当社の監査体制に活かしていただくため、補欠

の社外監査役として選任をお願いするものであります。

４．緑川正樹氏は、企業経営に直接関与された経験はありませんが、

弁護士として企業経営に精通し、企業経営を統治する十分な専門

知識や豊富な経験・見識を有しておられることから、社外監査役

としての職務を適切に遂行いただけるものと判断しております。

５．当社は社外監査役が期待される役割を十分発揮できるよう、現行

定款第34条において社外監査役との間で、損害賠償責任を限定す

る契約を締結できる旨定めております。これにより緑川正樹氏が

監査役に就任された場合には、社外監査役として当社との間で会

社法第423条第１項の損害賠償責任を会社法第425条第１項に定め

る最低責任限度額とする責任限定契約を締結する予定であります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以　上　
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株主総会会場ご案内図

会　場　東京都中央区日本橋富沢町11番12号　サンライズビル４Ｆ
　　　　　　　　　　　　　　　　エキジビションホール
電話　03（3665）4538・4539
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アクセス

■都営新宿線「馬喰横山駅」より徒歩約３分（★出口Ａ３）

■都営浅草線「東日本橋駅」及びＪＲ総武快速線「馬喰町駅」より徒歩約４分（地下道を利用し

都営新宿線方面の★出口Ａ３が便利です）

■東京メトロ日比谷線及び都営浅草線「人形町駅」より徒歩約５分（★出口Ａ３･Ａ４･Ａ５）

■東京メトロ日比谷線「小伝馬町駅」より徒歩約４分（★出口１・３）


